









































































園児 20 ～ 59 12 7.9
60 ～ 89 28 18.5
90 ～ 119 47 31.1
120 ～ 149 32 21.2
150以上 32 21.2
保育士 10以下 16 10.6
11 ～ 20 78 51.7
21 ～ 30 45 29.8
31 ～ 40 10 6.6
41，56 2 1.3





調理師 0 24 15.9
1 50 33.1
2 41 27.2

















































































































配膳指導 36.4 21.7 24.8 13.2  1.5 0.8 1.5
調理体験 15.3 26.1 40.1 14.6  1.5 0.8 1.5
栽培活動 76.8  8.2  6.8  6.8  0.0 0.0 1.5
食に関する知識を深める教育 18.0 30.9 29.3 11.4  5.2 3.7 1.5
食事マナー 50.7 16.6 20.3 11.6  0.0 0.0 0.8
郷土料理や産物に親しむ体験 15.1 27.9 27.9  5.8 12.8 9.3 1.2
実践者
配膳指導 46.2 11.3 27.2 13.6  0.8 0.8 0.0
調理体験 25.4 18.4 38.4 16.1  0.0 0.8 0.8
栽培活動 80.7  5.0  7.1  6.5  0.0 0.0 0.8
食に関する知識を深める教育 23.7 25.2 30.7 14.1  5.5 0.8 0.0
食事マナー 60.2 11.6 21.0  7.2  0.0 0.0 0.0





















ａ . お便りや案内を配布している 137 90.7 
ｂ . 電話をかけている   2  1.3 
ｃ . メール配信している   4  2.6 
ｄ . 送迎時などに直接声かけしている   3  2.0 
ｅ . 方法がなく、困っている  26 17.2 
ｆ . その他   0  0.0 
食育基本法
施行による変化
ａ . 保育士と栄養士が連携する機会が増えた  71 47.0 
ｂ . 食育活動の機会が増えた  77 51.0 
ｃ . 保護者の関心が増した  30 19.9 
ｄ . 地域との連携が増えた  11  7.3 
ｅ . 食育に関連する研修会に園からの参加が増えた  76 50.3 
ｆ . 職員の食に対する意識が高まった  69 45.7 
ｇ. 栄養士や調理師の子どもとの関わりが増えた  72 47.7 
ｈ. 施設・設備の充実を図った  18 11.9 
ｉ. その他  19 12.6 
食育活動の
評価方法
ａ . 企画者の会議で評価し、記録を残す  59 39.1 
ｂ . 職員会議で評価する 102 67.5 
ｃ . 保護者や参加者にアンケートし、評価してもらう  33 21.9 
ｄ . 自己評価の項目として、年間の食育活動を評価、
文書化する  35 23.2 
ｅ . 活動を振り返り、報告書を作成する  51 33.8 
ｆ . 食育関係の研究会で報告し、フィードバックを得
るようにしている  21 13.9 
ｇ . その他  10  6.6 
表３　園における食育に関する対応
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連携、保護者の関心には大きな変化は見られな
い結果となった。
　具体的に変化割合の大きかった順にみると
（表３）、食育活動の企画が増えたが一番多く
51.0%、次いで食育に関する研修会の参加が増
えた50.3%、栄養士や調理師の子どもとの関わ
りが増えた47.7%、保育士と栄養士の連携機会
が増えた47.0%、職員の食に対する意識が高ま
った45.7%となった。一方、保護者の関心が増
したのは19.9%、施設・設備の充実を図ったは
11.9%、地域との連携が増えたは7.3%であった。
５．食育活動の評価方法
　食育活動の評価方法は職員会議で評価する
（67.5%）を除けば、実践を評価する機会は少な
く、他の方法は４割に満たなかった。企画者の
会議　で評価し記録を残す39.1%、活動を振り
返り報告書を作成する33.8%、自己評価の項目
として年間の食育活動を評価し文書化する
23.2%、保護者や参加者にアンケートし評価し
てもらう21.9%、食育関係の研究会で報告しフ
ィードバックを得るようにしている13.9%とな
った。研究会などで報告し、他園と経験を共有
する機会を持っている園はとりわけ少なかった
（表３）。
考　　　察
　平成21年３月「保育所保育指針」が改訂され、
４月から施行された。今回の改訂では食育が全
面的に打ち出され、保育所では実践していかね
ばならない課題となった。保育者は平成17年度
の「食育基本法」の理念の理解の上に立ち、現
在の子どもたちの食の現状を把握し、子どもた
ちに生涯にわたって健康で質の高い生活が送れ
るよう「食を営む力」を育む食育活動の実践を
行っていかねばならない。そして、第７章に「職
員の資質向上」、第５章３に「食育の推進」がう
たわれ、職員間のいっそうの連携が求められて
いる4）。
　食育の推進を職員間の連携という観点から見
てみると、今回の京都府南部地域での調査園で
は、栄養士が配置されていない園が約25%にみ
られ、そこでは栄養士との連携は図れないとい
うことになる。
　他方、調査年度は少しさかのぼるが、隣県の
滋賀県内の保育所給食の報告5）をみると、給食
形態で施設内調理は86.9%、外部委託（調理業
務を外部に委託し、施設内で調理）1.9%、施設
外調理（学校給食センター等で調理）6.3%、そ
の他（３歳未満児は施設内調理、３歳以上児は
施設外調理）4.9%で、京都地域と比べると自園
給食が少ない反面、センター給食が多い現状で
ある。
　そして、栄養士の配置状況は56.3％で半数以
上ではあったが、京都地域よりはかなり少なく、
地域差が認められた。また、栄養士が配置され
ていると回答した施設の内、施設内33.6%で、
施設外としたところが約65%あり、施設外とは
福祉主管課に所属し、複数施設を担当している
ことなどが考えられるとしていた。そのような
中、食生活に関する集団指導を実施していると
回答した81.1%の保育所に指導の実施者を問う
と、保育士が65.0%、調理師・調理員36.9%、栄
養士33.0%、園長19.4%であった。他職種と比較
すると、栄養士の占める割合がいかにも小さい
現状である。
　一方、保育園ではなく幼稚園の給食状況をみ
たい。都内幼稚園全園に対して実施された調査6）
では、幼稚園でも給食を50.3%が実施していた
が、１週間に２回が24.0%で最も多い。栄養士が
いる幼稚園は常勤で11.5%、パートを合わせる
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と12.8%であった。幼稚園でも食育実践が行わ
れているが、食に対する働きかけは担任教諭が
95.0%行っており、栄養士は7.1%であった。
　従って、今後、幼児期からの食育・栄養教育
の早期化の徹底を図る必要性7）も言われており、
栄養管理や食育実践をさらに充実させるため
に、栄養士の保育園をはじめとする、幼稚園、
乳幼児施設へのいっそうの配置が望まれる。そ
して栄養士配置の必要性を訴えるためには、栄
養士が各保育所等の実状に合った栄養管理の充
実を図れることはもちろんのこと、栄養士自ら
が保育室に出向き、子どもや保育士等とのコミ
ュニケーションを通して子どもの理解に努める
こと8）、食育実践においても自らの積極的な取
組ができることが求められている。
　今回、栄養士の配置数と食育実践項目、制約
上の問題等の間には有意な差が認められず、 企
画者やそれ以上に実践者においても保育士の取
組みが目立った。献立作成をはじめ、食育実践
にも積極的に関われる栄養士の養成が急務であ
る。
　食育基本法施行後ほぼ半数の園で、保育士・
栄養士など園関係者間の連携や意識の向上、活
動機会が増加していたものの、施設・設備の充
実、地域との連携、保護者の関心には大きな変
化は見られず、まだ追いつかない現状であった。
また、幼稚園での調査でも食に対する働きかけ
を継続または推進する上で必要だと思われるこ
とは、保護者の理解・協力74.3%、職員の共通
認識50.5%（複数回答）であった。
　幼稚園と比べ職種の幅も広く、パートなど
様々な働き方の職員数も多い保育所では職員間
に意識のズレもみられる9）が、今後は一層、職
員間において意識的にコミュニケーションがは
かれ連携がとれる機会をもつことが大切になろ
う10）。各園での職員間の共通理解の深まりが、
地域や保護者への関心を広げ、取組の推進と多
様性が開かれる契機となると考えられる。
　また、保護者や参加者による評価を受ける機
会も決して多くなかったことから、食育への意
識が高まり、園での食育活動の活性化にもつな
がるように、保護者や参加者が評価に関わる機
会も作っていくこと、他園との情報交換などに
よる実践の活性化が望まれる。
　今春に新しく改定された「保育所保育指針」
では、「施設長の責任のもと、保育士、調理員、
栄養士、看護師などの全職員が協力し、各保育
所の創意工夫のもとに食育を推進していくこと
が求められます。」（保育所保育指針解説書第５
章）と述べられている。食育が保育の一環とし
て取り組まれ、保育所の全職員が連携し食育推
進を担うことが求められている。実際には、乳
幼児期の食育は生活の中で行われるものであ
り、毎日の昼食、おやつをはじめ、遊びや睡眠
とも関連することから、食を担う栄養士、調理
師、保育を担う保育士、園を運営する職員との
連携が欠かせないものである。
　食育に関する意識調査報告書（2009）11）で食
育への関心度をみると、女性で関心がある者は
20歳代では48.5%、30歳代70.5%、40歳代64.5%、
50歳代65.1%、60歳代69.2%、70歳以上60.1%で
あり、若年女性の関心度は低く、また、保護者
にも子どもの食を大切にしようという意識が低
いとの指摘12）もある。 このような現状も踏まえ、
保育士と栄養士の養成校では食に関心を持ち、
食育意識が高く連携実践力のある人材育成に向
けての教育が求められていると考える。
　最後になりましたが、本調査にご協力いただ
きました保育所の皆様に深謝いたします。
　
　本調査は日本学術振興会科学研究費補助金
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（萌芽研究「教育・食物栄養・医療の連携によ
る食育実践能力を高める保育士養成プログラム
の構築」）ならびに京都文教短期大学特別研究
助成を受け実施したものである。
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